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(57)【要約】
【課題】軽量で簡易な構成の両面発光装置を提供する。
【解決手段】本発明の発光装置１は、筐体の一方の側面
に沿って配置した複数のＬＥＤ７を有し、他方の側面に
は反射面１１を有する。ＬＥＤ７の発光方向には光学素
子８が設けられており、ＬＥＤの出射光に所与の指向性
を与える。ＬＥＤ７の出射光は、筐体の前面発光部（拡
散板４）と背面発光部（拡散板５）を介して直接外部に
放出されるか、または反射面１１もしくは筐体の側面で
いったん反射されたのちに外部に放出される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源を中空の筐体内部に備えてなり、互いに対向する筐体の前面と背面にそれぞれ前面
発光部と背面発光部を有する面発光装置であって、
　筐体の前面と背面との間に延在する筐体内の第１の側面に沿って所定間隔に配置された
複数の点光源と、
　複数の点光源それぞれに対応して配置され、点光源からの出射光に所定の指向性を与え
る光学素子と、
　第１の側面に対向する筐体の第２の側面に形成された第１の反射面と、
　を具備することを特徴とする、面発光装置。
【請求項２】
　前面発光部および背面発光部の少なくともいずれか一方の内面に、入射光の一部を鏡面
反射する第２の反射面を設けたことを特徴とする、請求項１に記載の面発光装置。
【請求項３】
　前面発光部および背面発光部の少なくともいずれか一方の内面に、入射光の一部を拡散
反射する第２の反射面を設けたことを特徴とする、請求項１に記載の面発光装置。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の面発光装置を光源として備えた表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般的な照明器具として、また看板、誘導灯および液晶ディスプレイなどの
表示装置用の光源として使用可能な面発光装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　照明器具および表示装置用光源として従来から使用されている面発光装置は、蛍光灯な
どの線光源から取り出した光を、導光板を介して所望の発光面形状に合わせて拡散させて
から外部に取り出している。また、製造工程の複雑化や発光効率の低下を懸念して導光領
域を中空にした面発光装置も提案されている（特許文献１）。しかし、従来の白熱電球や
蛍光灯を利用した発光装置は、光源の寿命が十分に長いとはいえず、それらを交換する手
間がかかり、さらなる改善が要求されている。
【０００３】
　一方、発光ダイオード（ＬＥＤ）は、高寿命で低消費電力というその特徴から様々な用
途に利用されているが、近年ＬＥＤの高出力化の実現にともなってさらにその用途が広が
り、蛍光灯などの既存の照明用電灯に置き換わるものとして注目されている。
【０００４】
　特許文献２は、熱伝導性の金属板を内部に備え、その上に電気絶縁層を介して多数のＬ
ＥＤ素子を配列した面発光装置を開示する。また、同文献の図５には、金属板の両面にＬ
ＥＤアレイを設けることによって装置の両面から発光することについても開示されている
。
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－４０９７０号公報
【特許文献２】特開２０００－３０５２１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、このようにＬＥＤアレイを発光面の背面側に設けた直下式の発光装置は
、ＬＥＤの点光源としての性質から各輝点がグレアとして現れてしまい、均一な発光を得
るのが難しいという問題がある。これに対し、光源に使用するＬＥＤの数を増やしたり、
ＬＥＤと発光面との距離を広げて輝度ムラを低減するといった手法が考えられるが、いず
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れも低コスト化、装置の小型化という市場のニーズを満足するものではなく、さらなる改
善が求められている。
【０００７】
　また、ＬＥＤを装置の側面に沿って線状に配置し、それぞれのＬＥＤからの出射光を導
光板を利用して拡散発光させる手法も考えられるが、アクリルなどの透明樹脂を用いた導
光板は、その重量の分だけ装置が重くなってしまい、大型化に限界があることが指摘され
ている。
【０００８】
　本発明は、従来技術の上記諸問題に鑑みてなされたもので、ＬＥＤ光源を用いて、軽量
で簡易な構成でありながら、均一な面発光を得ることができる新しい面発光装置を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の面発光装置は、光源を中空の筐体内部に備えてなり、互いに対向する筐体の前
面と背面にそれぞれ前面発光部と背面発光部を有する面発光装置であって、筐体の前面と
背面との間に延在する筐体内の第１の側面に沿って所定間隔に配置された複数の点光源と
、複数の点光源それぞれに対応して配置され、点光源からの出射光に所定の指向性を与え
る光学素子と、第１の側面に対向する筐体の第２の側面に形成された第１の反射面と、を
具備することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の上記構成を採用すれば、装置の前面および背面の両方から均一に効率よく発光
することができる軽量で簡易な構造の面発光装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、図１～図３を参照して本発明の一実施形態を説明する。図１は、本発明の一形態
の発光装置を示す分解斜視図であり、図２は、本発明の一形態における光の経路を説明す
る正面図であり、図３は、本発明における光源および光学素子を説明する部分拡大図であ
る。
【００１２】
　図１に示すとおり、本形態に係る面発光装置１は、図中の上から順にフロントフレーム
２と、前面発光部として作用する拡散板４と、ＬＥＤ素子７および光学素子８と、背面発
光部として作用する拡散板５と、バックフレーム３とから構成される。組立時には、フロ
ントフレーム２、バックフレーム３および拡散板４，５から構成される筐体の一方の内側
面に沿って点光源として複数のＬＥＤ素子７が設けられ、ＬＥＤ素子７の出射側に近接し
て光学素子８が設けられる。また、ＬＥＤ素子７と光学素子８が配設された側面３ａに対
向するバックフレーム３の内側面３ｂには、反射面１１が形成されている。
【００１３】
　なお本明細書では、実施形態の説明の便宜上、「フロントフレーム」、「バックフレー
ム」という用語を用いるが、これは、フロントフレームを装置の正面側に、バックフレー
ムをその背面側に用いるという使用態様に限定することを意図したものではないことに留
意されたい。このことは、発光装置の各部品の位置関係を説明するために本明細書におい
て用いる筐体の「前面」および「背面」の用語についても同様であり、これらは、本発明
の装置の使用態様についていかなる意味においても限定するものではない。
【００１４】
　フロントフレーム２の上端側の枠縁は下端側の枠縁より内側に突出しており、この突出
部により拡散板４を係止し、その位置決めおよび固定を容易に行えるようになっている。
同様にバックフレーム３下端側に形成された突出部を利用して拡散板５を所定の位置に固
定する。図示した本形態の筐体は、フロントフレーム２とバックフレーム３とが互いに当
接して嵌め合わされるようにして組み立てられるので、フロントフレーム２の内面とバッ
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クフレーム３の外面は、所定の寸法公差でそれぞれ作製する。このように、複数の部材を
組み立てて筐体を構成する場合には、光の漏れによる効率低下を防ぐために部材間の隙間
を可及的になくすことが望ましい。しかし、ある程度の隙間を許容し、できた隙間を覆う
ように白色面や鏡面を別途設けることによって光の漏洩を防ぐようにしてもよい。また、
筐体を構成するにあたっては、所与の金型を利用し、部材点数を減らして組立工程の手間
を省いた方法も採用することができることはいうまでもない。
【００１５】
　フロントフレーム２およびバックフレーム３は、各種金属および樹脂その他任意の材料
で構成することができるが、その内面に白色のコーティングや鏡面を形成するなどして、
光の利用効率を損なわない構成とするのが好ましい。たとえば拡散板４，５のみならずこ
れを保持するフレーム（たとえばフロントフレーム２、バックフレーム３）自体を光透過
性にしてもよく、この場合には、複数の光透過性部材を組み立てて筐体を構成することも
できるし、光透過性の材料から筐体を一体的に構成してもよい。このように、本発明にお
ける発光装置１を構成する筐体は、意図しない光の漏れを防ぐ程度に密閉された空間をそ
の内部に形成するものであればよく、公知の種々の方法で作製することができ、後述する
ようにその形状も何ら限定されるものではなく、発光装置の用途に応じて種々の形態を採
用することができる。
【００１６】
　図１に示した形態の発光装置１において、前面発光部および背面発光部をそれぞれ構成
する拡散板４，５は、筐体内部のＬＥＤ素子７から出射された光の一部を拡散反射し、他
の一部を透過して発光部として機能するように乳白色など半透明の樹脂材料で構成するの
が好ましい。しかし、とくに小型の発光装置１を構成する場合には、光の透過性をより重
視して拡散板４，５を実質的に透明な材料で構成してもよい。図２は、発光装置１の正面
断面図であり、光源から出た光の経路を概念的に図中に矢印で示している。光は、その一
部が拡散板４または拡散板５を通じて直接光として装置の外に放出され、他の一部は中空
の導光領域１０内に反射される。
【００１７】
　なお、図示した形態では、前面発光部（拡散板４）および背面発光部（拡散板５）の両
方についてその内面に反射面を形成しているが、装置の前面と背面とで異なる明度の照明
効果が望ましい場合には、いずれか一方のみに反射面を形成してもよい。
【００１８】
　また、本形態では、拡散板４，５は、筐体の前面および背面を構成し、かつそれぞれ発
光部として作用する部材として用いられているが、たとえば筐体を光透過性部材で構成し
、その前面と背面に光拡散フィルムを貼り付けるという形態を採用してもよい。いい換え
ると、前面発光部および背面発光部は、筐体前面および背面と別異の部材、材料で構成し
てもよい。
【００１９】
　ＬＥＤ素子７を設置した側と反対の端部３ｂには、反射面１１が形成されている。反射
面１１は、端部３ｂに到達した光を再度中空領域１０内に反射するように作用する。反射
された光は、光源側の出射光と同様に、その一部が拡散板４，５を通じて外部に放出され
、一部は再反射されて導光領域１０に戻る。このように、たとえば凹型に成形した反射面
１１を設けることによって、光源から遠位側の発光部からも十分な光を照射することが可
能で、発光装置１の前面と背面の発光部（拡散板４，５）から均一な光を生成することが
できる。反射面１１は、高い光拡散反射性を有する白色反射面またはより多くの光を正反
射するように設計された鏡面反射面を有する種々の反射手段により構成される。図４に反
射面１１の他の構成例を示す。すなわち、反射面１１は、図２に示した湾曲凹形の反射面
構造に限定されず、図４（ａ）の湾曲凸形、図４（ｂ）の凸形、図４（ｃ）の凹形、図４
（ｄ）の平面形および図４（ｅ）のテーパ形を含む種々の公知の反射面構造を採用するこ
とができる。かかる反射面１１は、たとえば任意の材料の部材に白色ＰＥＴ（ポリエチレ
ンテレフタレート）フィルムを貼り付けたものやその表面に白色インクを塗布したもの、
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または前述した種々の形状に成形した白色樹脂製の部材などを用いて形成することができ
る。
【００２０】
　本形態で点光源として使用するＬＥＤ素子は、一般的に指向性に難があり、筐体内の側
面に沿ってこれを配置した場合に、光源と反対側の端部に到達する光量が十分ではない。
本発明においては、ＬＥＤ素子７から出た光を効率よく利用するために、ＬＥＤ素子７の
発光方向に近接して光学素子８が設けられている。光学素子８は、ＬＥＤ素子７から出た
光を集光し、指向性をもたせて筐体の中空領域１０に放出するように最適化された形状の
集光レンズを用いることが好ましい。
【００２１】
　図３は、ＬＥＤ素子７および光学素子８を含む発光装置１の一部を拡大した部分拡大図
である。ＬＥＤ素子７は、放熱板１２および回路基板１３を介して筐体に据え付けられる
。同図に記した矢印が示すように、ＬＥＤ素子７から放射状に出射された光は、光学素子
８により全反射または屈折して筐体の中空部１０に放出される。また、光学素子８をＬＥ
Ｄ素子７の発光表面を包囲するように成形することによって、主光軸から外れた光も利用
することができる。このように、ＬＥＤ素子７を集光レンズ（光学素子８）と組み合わせ
ることによって、指向性のいかんに拘わらず、光の利用効率を高めることができる。ここ
で、光学素子８の詳細な形状は、使用するＬＥＤ素子７の発光特性や、導光領域１０の大
きさ等に応じて実験やシミュレーション等を行うことにより最適に設計するのが望ましい
。
【００２２】
　光学素子８は、ＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）、ＰＣ（ポリカーボネート）など
の樹脂材料またはガラスを用いて射出成形および押出成形などの周知の方法で構成するこ
とができる。
【００２３】
　ＬＥＤ素子７としては、ＬＥＤチップをたとえばシリコーンなどの樹脂材料で封入した
公知の種々のＬＥＤパッケージを用いることができる。
【００２４】
　また、本形態では、ＬＥＤ素子７と光学素子８（集光レンズ）を別個の部材として構成
したが、これらを一体化したものも同様に本発明に適用できる。すなわち、図面を参照し
て説明した形態では、ＬＥＤ素子７を筐体側面の基板に実装してから光学素子８を取り付
けるので、これらの寸法公差を考慮してＬＥＤ素子７と光学素子８との間に最低限のクリ
アランスを設ける必要がある。一方、ＬＥＤ素子（またはＬＥＤチップ）に対して光学素
子を直接形成してこれらを一体化した場合、このようなクリアランスを設ける必要がなく
なるので装置全体を小型化することができる。
【００２５】
　次に、本発明に係る別の形態の例について説明する。下記形態において前述した形態の
ものと同様または対応する構成要素については、同一の符合を付して適宜詳細な説明は省
略する。
【００２６】
　本発明に係る別の形態の発光装置１'を図５に示す。
　前述した形態が発光装置１を構成する筐体が扁平な略断面矩形のものであるのに対し、
本形態の発光装置１'は、ＬＥＤの出射光の進行方向に向かって中空領域１０の断面が小
さくなるようにテーパ状に形成されている。この形態において、ＬＥＤ素子７から出た光
は、他端の反射面１１まで到達する光をより確実に確保できるようになるので、光源から
遠位の部位からも高輝度な発光が得られる。
【００２７】
　また、本形態では、拡散板４，５がそれぞれ傾斜して設けられているので、表示部を看
者の視野角にあわせて傾斜をもたせるようにすることもできる。すなわち、たとえば下方
から見上げることを想定して設置された誘導灯や看板などに本発明の発光装置を用いる場
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もある。
【００２８】
　本発明に係るまた別の形態の発光装置１''を図６に示す。
　本形態は、発光装置１''の筐体中央部の幅を大きくした形態である。こうすることによ
って、図５に示した形態のように看者にとって見やすい角度に調節可能であるとともに、
表示部中央に光を集めて高輝度化することができるので、画像の見やすさがさらに向上す
る。
【００２９】
　このように、本発明の発光装置を構成する筐体は、用途や目的に応じて種々の形状のも
のを選択することができる。
【００３０】
　前述したとおり、本発明の発光装置は、液晶表示装置などのバックライト光源として利
用することができるほか、非常時の誘導灯や広告用看板など一定の情報を表示する表示装
置の光源として用いることもできる。液晶表示装置用光源として用いる場合は、拡散板４
，５を発光面とするバックライト装置として既存の蛍光灯光源のものと置き換え可能であ
る。また、誘導灯や看板などの用途においては、拡散板４，５の外表面に必要な情報を記
した図柄などをプリントすることで適用できる。また、本発明の発光装置は、本明細書で
具体的に例示した用途以外にも両面発光するのが望ましい広範な用途に使用することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の一形態の発光装置の分解斜視図である。
【図２】本発明の一形態の発光装置の正面断面図である。
【図３】ＬＥＤ素子および光学素子を説明する部分拡大図である。
【図４】反射面の構成例を示す図である。
【図５】本発明の別形態の発光装置の断面図である。
【図６】本発明の別形態の発光装置の断面図である。
【符号の説明】
【００３２】
　　１（１'，１''）　　発光装置
　　２　　フロントフレーム
　　３　　バックフレーム
　　４　　拡散板（前面発光部）
　　５　　拡散板（背面発光部）
　　７　　ＬＥＤ素子
　　８　　光学素子
　１０　　中空導光領域
　１１　　反射面（第１の反射面）
　１２　　放熱板
　１３　　回路基板
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